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－令和 7 年 道路橋示方書の改定について－ 
 
 

 
 令和 7 年 8 月 22 日に国土交通省より、「橋、高架

の道路等の技術基準(道路橋示方書)の改定について
～能登半島地震や性能規定化の一層の充実等を踏ま
えた技術基準の改定～」が発表され、それに伴い、道
路橋示方書・同解説も平成 29 年から 8 年ぶりに改定
さました。 
この改定は、合理的な橋の設計の実現や、大規模地

震からの復旧性の向上を目的としています。 
今回のなんでもインフォでは、道路橋示方書の改定

内容について紹介したいと思います。 
 

 
 
道路橋の技術基準は明治 19 年から始まり、土木学

会の基準や各機関の指針が使用されてきました。 
昭和 48 年には複数の示方書や指針等を「道路橋示

方書」として統合し、以降、7 回にわたり改定が行わ
れてきました。 
また、平成 29 年改定では、これまでの許容応力度

法から部分係数法及び限界状態設計法へ移行し、設計
供用期間を 100年と設定、点検や補修等の維持管理を
考慮した設計を行うものとしています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成 29 年の改定により、部分係数法及び限界状態

設計法が導入したものの、この改定では従来規程の内
容を踏襲した部分が多く、十分に性能規定化は進んで
いませんでした。また、能登半島地震では橋台と背面
の土工部との接続部に大きな段差が生じる等、復旧が
困難になったため、その対応が課題となりました。 
そこで、令和 7年の改定では、性能規定化の一層の

充実を図るため、次の 3項目が改定のポイントとして
挙げられています。 
 

①新しい形式の提案に対しても適切に性能を照査す
るための枠組みを充実 

・構造の合理化と必要な性能の実現を両立できるよう
に、橋の性能の評価項目を充実 

・桁部材の限界状態の規定の充実や減衰付加装置（ダ
ンパー等）の適用条件、新しい材料を新たに規定 

【具体的な内容】 
ウェブ間の温度差による変形の影響を考慮、一定

の条件の鋼桁において塑性化後の状態を評価、直線
の PC 桁において引張応力を鉄筋が負担する PC 桁の
設計が可能となる規定、減衰付加装置の適用条件を
明確化、新しい使用材料等が追加されています。 

②様々な耐久技術の開発を見据え、耐久性能の評価方
法を明確化 

・耐久性能を適切に評価するため、橋の設計耐久期間
の概念を新たに導入 

・環境条件を制御する場合や複数の耐久性確保対策を
組み合わせる場合の考え方を明確化 

【具体的な内容】 
橋の設計耐久期間の概念が新たに導入され、「設計

耐久期間末の限界の状態」の新たな定義、耐久性能
の信頼性を高める工夫の適用の考え方等が追加され
ています。 

③能登半島地震を踏まえた対応（復旧性を向上させる
ための規定を充実） 

・上下部接続部や橋梁への接続区間などにおいて、復
旧性を向上させるための対策が予めできる規定を
充実 

【具体的な内容】 
支承部に障害が生じることを設計時点で想定し、

復旧性を向上させるための規定等が追加されました。
また、橋台躯体背面部は橋の一部、橋梁接続区間は
橋に連続する区間として、橋の性能を満足するため
の評価が規定されました。 

なお、今回の改定により、従来の独立した「耐震設
計編」が廃止され、地震に対する規定や荷重の設定が
Ⅰ共通編やV上下部接続編などへ体系的に振り分けら
れました。 

 
 
 
 
 
 

令和 7年 道路橋示方書の構成 

 
 
今回の改定により、安全性の向上、技術開発・新技

術導入の促進、ライフサイクルコストの縮減が図られ
るとともに、適切な維持管理による橋の長寿命化が期
待されています。 
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＜参考とした主な資料＞ 

国土交通省：「橋、高架の道路などの技術基準」（道路橋示方書）の改定について 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/seisaku_seido/kihonkeikaku.html 

道路橋の技術基準の変遷 
 

令和 7 年の改定内容 
 

おわりに 
 

Ⅰ：共通編

Ⅱ：鋼橋・鋼部材編

Ⅲ：コンクリート橋
コンクリート部材編

Ⅳ：下部構造編

Ⅴ：耐震設計編

Ⅰ：共通編

Ⅱ：鋼部材・鋼上部構造編

Ⅲ：コンクリート部材
コンクリート上部構造編

Ⅳ：下部構造編

Ⅴ：上下部接続部編

平成29年(2017年) 令和7年(2025年)

昭和47年制定

昭和53,55年改定

平成2年改定

平成6年改定

平成8年改定

平成14年改定

平成24年改定

平成29年改定

・複数存在していた示方書や指針等を統合、「道路橋示方書Ⅰ共通編、Ⅱ
鋼橋編」を制定

・昭和53年に「道路橋示方書Ⅲコンクリート橋編」を制定
・昭和55年に「道路橋示方書Ⅳ下部構造編、Ⅴ耐震設計編」を制定、「道
路橋示方書Ⅰ共通編、Ⅱ鋼橋編」を改定

・耐震設計法の充実（保有水平耐力照査法の規定）

・車両の大型化対応（設計自動車荷重25トン）
・大型車の交通状況に応じた活荷重の導入（A活荷重、B活荷重）

・兵庫県南部地震を契機とする耐震設計の強化

・性能規定型への転換
・疲労、塩害に対する耐久性能の考え方を導入

・東北地方太平洋沖地震を契機とする設計地震動の見直し
・構造設計上の維持管理への配慮事項を規定（具体的な方法についての規
定なし）

・「部分係数法」及び「限界状態設計法」を導入
・設計供用期間100年を標準とし、点検頻度や手法、補修や部材交換方法等、
維持管理の方法を設計時点で考慮

・熊本地震を踏まえた対応

明治19年～昭和47年・「道路築造保存方法」等を経て、土木学会の基準や各機関の指針を使用

https://showacd.co.jp/
https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001980.html

